
岩手県告示第 504 号 

 建設関連業務の委託契約に係る条件付一般競争入札及び指名競争入札参加者の資格等に関する規程（昭和58年岩手県告示第1328

号。以下「規程」という｡）第３条第１項及び第４条第１項の規定により、建設関連業務の委託契約に係る条件付一般競争入札及び

指名競争入札に参加しようとする者の競争入札参加資格基準及び建設関連業務競争入札参加資格審査申請書の提出期間を次のよう

に定め、建設関連業務の委託契約に係る指名競争入札に参加しようとする者の指名競争入札参加資格基準及び建設関連業務指名競

争入札参加資格審査申請書の提出期間（昭和 58年岩手県告示第 1331 号）は、廃止する。 

  平成 20年７月１日 

                                            岩手県知事 達 増 拓 也  

１ 競争入札参加資格基準 

 (１) 別表第１の中欄に掲げる申請業務について同表の右欄に掲げる資格等を有する者（以下「申請業務に係る技術者」という。）

が現に在籍し、かつ、申請業務に係る技術者が過去５年間に当該申請業務に係る実績を有していること。 

 (２) 次に掲げる業務にあっては、それぞれに定める登録を受けていること。 

  ア 測量 測量法（昭和 24年法律第 188号）第 55条第１項の規定による登録 

  イ 建築関係建設コンサルタント 建築士法（昭和 25年法律第 202号）第 23条第１項の規定による登録 

  ウ 補償関係コンサルタント（不動産の鑑定評価に関する業務に限る。） 不動産の鑑定評価に関する法律（昭和 38年法律第

152号）第 22条第１項の規定による登録 

 (３) 規程第９条第１項の規定に基づき資格の取消処分を受けた者にあっては、その処分の期間を経過するまでは、規程第３条

第１項の資格審査（以下「資格審査」という。）を受けることができない。 

２ 建設関連業務競争入札参加資格審査申請書の提出期間等 

 (１) 提出期間 平成 20年及び同年に２の倍数を加えた年（以下「名簿作成年」という。）の１月17日から１月 31 日まで。ただ

し、この期間に提出できなかった者は、名簿作成年以外の年の１月 17日から１月 31日までの期間に提出し、名簿への追加を

受けることができる。 

 (２) 提出書類 

  ア 建設関連業務競争入札参加資格審査申請書（様式第１号。以下「申請書」という。） 

  イ 営業に関する登録証明書の写し 

  ウ 直前２年の実績高表（様式第２号） 

  エ 計算書類（申請書を提出する日の属する年の前年及び前々年に決算日の到来する各事業年度の貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算書及び個別注記表（個人にあっては、収支計算に関する書類）をいう。） 

  オ 測量法第 55条の８に規定する書類の写し、建設コンサルタント登録規程（昭和 52年建設省告示第 717 号）第 7条に規定

する現況報告書の写し、地質調査業者登録規程（昭和 52年建設省告示第 718 号）第 7条に規定する現況報告書の写し若しく

は補償コンサルタント登録規程（昭和 59年建設省告示第 1341 号）第 7条に規定する現況報告書の写し又は様式第１号（そ

の３）に掲げる資格を証明できる書類若しくはその写し 

  カ 営業経歴書（様式第３号） 

  キ 登記事項証明書（個人にあっては、身分証明書） 

  ク 納税証明書（県税、法人税又は申告所得税並びに消費税及び地方消費税について未納の税額がないことを証明する納税証

明書をいう。ただし、県内に営業所又は事務所を有しない申請者にあっては、法人税又は申告所得税並びに消費税及び地方

消費税について未納の税額がないことを証明する納税証明書をいう｡） 

  ケ 技術者経歴書（様式第４号） 

  コ 申請業務に係る技術者業務経歴書（様式第５号）（申請者が申請しようとする申請業務（建築関係建設コンサルタントにお

ける調査一般並びに土木関係建設コンサルタントにおける交通量調査、電算関係、計算業務、資料等整理、施工管理、調査

一般及び市場調査を除く。）に係る技術者が現に在籍し、かつ、当該技術者において過去５年間に当該申請業務に係る実績を



有している場合に限る。） 

  サ 申請業務に係る業務実績書（様式第６号） 

  シ 県内営業所一覧表（様式第７号）（県内に営業所（本店以外の事務所であって建設関連業務に従事する技術者が１名以上常

駐するものに限る。以下同じ。）を有する申請者に限る。） 

  ス 東北各県営業所一覧表（様式第８号）（県外に本店を有する申請者であって岩手県以外の東北各県のいずれかに営業所を有

するものに限る。） 

  セ 法人・個人の事業開始等申告書の写しその他営業所の存在を確認できる書類 

  ソ 県内技術者一覧表（様式第９号）（県内に本店を有する申請者に限る。） 

  タ 県内実務経験者数等一覧表（様式第 10号）（県内に本店を有する申請者に限る。） 

  チ その他知事が別に定める書類 

 (３) 提出場所及び方法 別表第２の右欄に掲げる本店の所在地の区分に応じ、同表左欄に掲げる提出場所（規程第 12条に規定

する場合は、岩手県県土整備部建設技術振興課）に次のいずれかの方法により提出すること。 

  ア 提出書類を直接持参することにより提出すること。 

  イ 電子申請・届出汎用受付システムを使用して提出すること。ただし、様式第１号以外の提出書類については、郵送又は持

参することにより提出するものとする。 

 (４) 提出部数 １部 

３ 資格審査の結果の通知 資格審査の結果は、申請者に文書で通知する。 

４ 提出書類記載事項の変更届等 申請書提出後次の各号のいずれかに該当する場合は、その都度建設関連業務競争入札参加資格

審査申請書記載事項変更届（様式第 11号）又は廃業届（様式第 12号）を知事に提出しなければならない。 

 (１) 所在地を変更した場合 

 (２) 商号又は名称、代表者等を変更した場合 

 (３) 資本金を変更した場合 

 (４) 東北各県のいずれかにおいて営業所を新設し、又は廃止した場合 

 (５) 廃業した場合 

５ 技術者状況届 

  申請書提出後、規程第３条第１項の資格基準に適合すると認められた者（以下「資格者」という。）であって、技術者の状況に

変更があったものは、名簿作成年以外の年の１月 17日から１月 31日までの期間内に次に掲げる書類を知事に提出しなければな

らない。 

 (１) 技術者状況届（様式第 13号） 

 (２) 県内技術者一覧表（県内に本店を有する資格者に限る。） 

 (３) 県内実務経験者数等一覧表（県内に本店を有する資格者に限る。） 

６ その他 

 (１) 提出書類は、原則として２(２)に掲げる順序につづり込むこと。 

 (２) あて先を明記した通信用封筒（郵便切手を貼付したもの）を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１ 

業 種 申請業務 資格等 

地上測量 測量士 

地図の調整 測量士 測量 

航空測量 測量士 

意匠 １級建築士 ２級建築士 インテリアコーディネーター インテリアプランナー 

構造 １級建築士 ２級建築士 建築構造士 

暖冷房 

技術士・衛生工学部門（空気調和） 技術士・総合技術監理部門（衛生工学－空気調和） 大学

又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該

業務経験が 25年以上の者 建築設備士 １級管工事施工管理技士 ２級管工事施工管理技士 

衛生 

技術士・衛生工学部門（建築環境） 技術士・総合技術監理部門（衛生工学－建築環境） 大学

又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該

業務経験が 25年以上の者 建築設備士 １級管工事施工管理技士 ２級管工事施工管理技士 

電気 

技術士・電気電子部門（電気設備） 技術士・総合技術監理部門（電気電子－電気設備） ＲＣ

ＣＭ（電気電子） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又

は専修学校を卒業後当該業務経験が 25 年以上の者 建築設備士 第１種電気主任技術者 第２

種電気主任技術者 第３種電気主任技術者 第１種電気工事士 第２種電気工事士 １級電気

工事施工管理技士 ２級電気工事施工管理技士 

建築積算 １級建築士 ２級建築士 建築積算資格者 

機械設備積算 

技術士・機械部門（加工・ファクトリーオートメーション及び産業機械） 技術士・総合技術監

理部門（機械－加工・ファクトリーオートメーション及び産業機械） 大学又は高等専門学校を

卒業後当該業務経験が20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が25年以上

の者 建築設備士 １級管工事施工管理技士 ２級管工事施工管理技士 

電気設備積算 

技術士・電気電子部門（電気設備） 技術士・総合技術監理部門（電気電子－電気設備） ＲＣ

ＣＭ（電気電子） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又

は専修学校を卒業後当該業務経験が 25 年以上の者 建築設備士 第１種電気主任技術者 第２

種電気主任技術者 第３種電気主任技術者 第１種電気工事士 第２種電気工事士 １級電気

工事施工管理技士 ２級電気工事施工管理技士  

建築関

係建設

コンサ

ルタン

ト 

調査一般 なし 

土質及び基礎 

技術士・建設部門（土質及び基礎） 技術士・総合技術監理部門（建設－土質及び基礎） ＲＣ

ＣＭ（土質及び基礎） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学

校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

鋼構造及びコ

ンクリート 

技術士・建設部門（鋼構造及びコンクリート） 技術士・総合技術監理部門（建設－鋼構造及び

コンクリート） ＲＣＣＭ（鋼構造及びコンクリート） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業

務経験が 20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

河川、砂防及

び海岸 

技術士・建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋） 技術士・総合技術監理部門（建設－河川、砂

防及び海岸・海洋） ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） 大学又は高等専門学校を卒業後

当該業務経験が 20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

土木関

係建設

コンサ

ルタン

ト 

電力土木 
技術士・建設部門（電力土木） 技術士・総合技術監理部門（建設－電力土木） ＲＣＣＭ（電

力土木） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20年以上の者 高等学校又は専修学



 校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

道路 

技術士・建設部門（道路） 技術士・総合技術監理部門（建設－道路） ＲＣＣＭ（道路） 大

学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当

該業務経験が 25年以上の者 

トンネル 

技術士・建設部門（トンネル） 技術士・総合技術監理部門（建設－トンネル） ＲＣＣＭ（ト

ンネル） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学

校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

施工計画、施

工設備及び積

算 

技術士・建設部門（施工計画、施工設備及び積算） 技術士・総合技術監理部門（建設－施工計

画、施工設備及び積算） ＲＣＣＭ（施工計画、施工設備及び積算） 大学又は高等専門学校を

卒業後当該業務経験が20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が25年以上

の者 

建設機械 

技術士・機械部門（交通・物流機械及び建設機械） 技術士・機械部門（加工・ファクトリーオ

ートメーション及び産業機械） 技術士・総合技術監理部門（機械－交通・物流機械及び建設機

械） 技術士・総合技術監理部門（機械－加工・ファクトリーオートメーション及び産業機械）

 ＲＣＣＭ（機械） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校

又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

造園 

技術士・建設部門（都市及び地方計画） 技術士・総合技術監理部門（建設－都市及び地方計画）

 ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画） ＲＣＣＭ（造園） 大学又は高等専門学校を卒業後当該

業務経験が20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が25年以上の者 １級

造園施工管理技士 

鉄道 

技術士・建設部門（鉄道） 技術士・総合技術監理部門（建設－鉄道） ＲＣＣＭ（鉄道） 大

学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当

該業務経験が 25年以上の者 

上水道及び工

業用水道 

技術士・上下水道部門（上水道及び工業用水道） 技術士・総合技術監理部門（上下水道－上水

道及び工業用水道） ＲＣＣＭ（上水道及び工業用水道） 大学又は高等専門学校を卒業後当該

業務経験が 20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

下水道 

技術士・上下水道部門（下水道） 技術士・総合技術監理部門（上下水道－下水道） ＲＣＣＭ

（下水道） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修

学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

農業土木 

技術士・農業部門（農業土木） 技術士・総合技術監理部門（農業－農業土木） ＲＣＣＭ（農

業土木） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学

校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 農業土木技術管理士 畑地かんがい技士 

森林土木 

技術士・森林部門（森林土木） 技術士・総合技術監理部門（森林－森林土木） ＲＣＣＭ（森

林土木） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学

校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 林業技士 

都市計画及び

地方計画 

技術士・建設部門（都市及び地方計画） 技術士・総合技術監理部門（建設－都市及び地方計画）

 ＲＣＣＭ（都市計画及び地方計画） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以

上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

 

港湾及び空港 
技術士・建設部門（港湾及び空港） 技術士・総合技術監理部門（建設－港湾及び空港） ＲＣ

ＣＭ（港湾及び空港） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20年以上の者 高等学



  校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

建設環境 

技術士・建設部門（建設環境） 技術士・衛生工学部門 技術士・環境部門 技術士・総合技術

監理部門（建設－建設環境） 技術士・総合技術監理部門（衛生工学部門の選択科目） 技術士・

総合技術監理部門（環境部門の選択科目） ＲＣＣＭ（建設環境） 大学又は高等専門学校を卒

業後当該業務経験が20年以上の者 高等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が25年以上の

者 

水産土木 

技術士・水産部門（水産土木） 技術士・総合技術監理部門（水産－水産土木） ＲＣＣＭ（水

産土木） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学

校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

電気・電子 

技術士・電気電子部門 技術士・総合技術監理部門（電気電子部門の選択科目） ＲＣＣＭ（電

気電子） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者 高等学校又は専修学

校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 

交通量調査 なし 

電算関係 なし 

計算業務 なし 

資料等整理 なし 

施工管理 なし 

調査一般 なし 

 

市場調査 なし 

地質調

査 
地質調査 

技術士・建設部門（土質及び基礎） 技術士・応用理学部門（地質） 技術士・総合技術監理部

門（建設－土質及び基礎） 技術士・総合技術監理部門（応用理学－地質） ＲＣＣＭ（土質及

び基礎） ＲＣＣＭ（地質） 大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20年以上の者 高

等学校又は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者 地質調査技士 

土地調査 
補償業務管理士（土地調査） 測量士 土地改良補償業務管理者 当該部門補償業務業務経験が

７年以上の者 

土地評価 補償業務管理士（土地評価） 不動産鑑定士 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

物件 補償業務管理士（物件） 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

機械工作物 補償業務管理士（機械工作物） 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

営業・特殊補

償 

補償業務管理士（営業補償・特殊補償） 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

事業損失 補償業務管理士（事業損失） 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

補償関連 補償業務管理士（補償関連） 当該部門補償業務業務経験が７年以上の者 

不動産鑑定 不動産鑑定士 

補償関

係コン

サルタ

ント 

登記手続等 土地家屋調査士 司法書士 

 備考１ 技術士の括弧内は、二次試験における選択科目を表している。 

   ２ ＲＣＣＭ及び補償業務管理士の括弧内は、それぞれ部門を表している。 

   ３ 土木関係建設コンサルタントにおける大学又は高等専門学校を卒業後当該業務経験が 20 年以上の者及び高等学校又

は専修学校を卒業後当該業務経験が 25年以上の者（実務経験者）については、次により申請することができる。 

    (１) １人の技術者につき、１つの業務に限り申請することができる。 

    (２) 技術士及びＲＣＣＭの資格保有者については、保有資格に係る業務以外の一つの業務について申請することがで 

     きる。 



   ４ 次の表の左欄に掲げる資格を有する者は、それぞれ同表の右欄に掲げる資格を有するものとみなす。 

技術士・機械部門（流体機械） 技術士・機械部門（流体工学） 

技術士・機械部門（建設、鉱山、荷役及び運搬機械） 技術士・機械部門（交通・物流機械及び建設機械） 

技術士・機械部門（機械設備） 技術士・機械部門（加工・ファクトリーオートメーショ

ン及び産業機械） 

技術士・電気・電子部門 技術士・電気電子部門 

技術士・建設部門（河川、砂防及び海岸） 技術士・建設部門（河川、砂防及び海岸・海洋） 

技術士・水道部門 技術士・上下水道部門 

技術士・衛生工学部門（廃棄物処理） 技術士・衛生工学部門（廃棄物管理） 

技術士・衛生工学部門（廃棄物管理計画） 技術士・衛生工学部門（廃棄物管理） 

技術士・衛生工学部門（空気調和施設） 技術士・衛生工学部門（空気調和） 

技術士・衛生工学部門（建築環境施設） 技術士・衛生工学部門（建築環境） 

技術士・林業部門（森林土木） 技術士・森林部門（森林土木） 

ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸） ＲＣＣＭ（河川、砂防及び海岸・海洋） 

ＲＣＣＭ（建設機械） ＲＣＣＭ（機械） 

ＲＣＣＭ（電気・電子） ＲＣＣＭ（電気電子） 

別表第２ 

提出場所 本店の所在地 

県土整備部建設技術振興課 岩手県以外 

盛岡地方振興局土木部 盛岡市 八幡平市 岩手郡 紫波郡  

県南広域振興局花巻総合支局土木部 花巻市 遠野市 

県南広域振興局北上総合支局土木部 北上市 和賀郡 

県南広域振興局土木部 奥州市 胆沢郡 

県南広域振興局一関総合支局土木部 一関市 西磐井郡 東磐井郡 

大船渡地方振興局土木部 大船渡市 陸前高田市 気仙郡 

釜石地方振興局土木部 釜石市 上閉伊郡 

宮古地方振興局土木部 宮古市 下閉伊郡のうち山田町及び川井村 

宮古地方振興局岩泉土木事務所 下閉伊郡のうち岩泉町及び田野畑村 

久慈地方振興局土木部 久慈市 下閉伊郡のうち普代村 九戸郡のうち洋野町及び野田村 

二戸地方振興局土木部 二戸市 九戸郡のうち軽米町及び九戸村 二戸郡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号 

受付番号 

－ 

建設関連業務競争入札参加資格審査申請書 

年  月  日  

 

  岩手県知事        様 

 

                              申請者 郵便番号 

                                  住  所             

                                  （ふりがな） 

                                  商号又は名称 

                                  代表者氏名            印  

                                  電話番号        ＦＡＸ番号 

 

  貴県所管に係る建設関連業務の委託契約の相手方となりたいので、関係書類を添えて申請します。 

  なお、この建設関連業務競争入札参加資格審査申請書及び添付書類のすべての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

 

  登録を受けている事業 

第       号 第       号 
測 量 業 者 

年  月  日登録 
建 築 士 事 務 所 

年  月  日登録 

第       号 第       号 
不 動 産 鑑 定 業 者 

年  月  日登録 

建 設 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 

登 録 
年  月  日登録 

第       号 第       号 地 質 調 査 業 者 

登 録 
年  月  日登録 

補 償 ｺ ﾝ ｻ ﾙ ﾀ ﾝ ﾄ 

登 録 
年  月  日登録 

 

  連絡先 

連絡先名称  

郵便番号  所在地  

電話番号  ＦＡＸ番号  

 

 申請事務担当者 

 部課名           担当者氏名           電話番号            

（Ａ４） 

 

 

 



（その２）                      （表面） 

 ○申請者情報 

 測量 測 千円

 建築関係建設コンサルタント 建 千円

 土木関係建設コンサルタント 土 千円

 地質調査 地 千円

申請業種 

 補償関係コンサルタント 

直前２年の 

年間平均実績高 

補 千円

資本金 千円  

自己資本額 千円 ＩＳＯ9001  

総職員数 人
ＩＳＯ取得状況 

ＩＳＯ14001  

創業年月日 年  月  日 休業等期間 年  箇月 営業年数 年

 ○営業所等一覧 

盛岡 花巻 北上 県南 一関 千厩 大船渡 遠野 釜石 宮古 岩泉 久慈 二戸
県内 

             

青森 宮城 秋田 山形 福島  
東北 

      

 

 ○申請業務内容 

業 種 申請業務名 ○印 業 種 申請業務名 ○印 

地上測量  農業土木  

地図の調整  森林土木  測量 

航空測量  都市計画及び地方計画  

意匠  港湾及び空港  

構造  建設環境  

暖冷房  水産土木  

衛生  電気・電子  

電気  交通量調査               

建築積算  電算関係                

機械設備積算  計算業務                

電気設備積算  資料等整理               

建築関係

建設コン

サルタン

ト 

調査一般               施工管理                

土質及び基礎  調査一般                

鋼構造及びコンクリート  

土木関係

建設コン

サルタン

ト 

市場調査                

河川、砂防及び海岸  地質調査 地質調査  

電力土木  土地調査  

道路  土地評価  

トンネル  物件  

施工計画、施工設備及び積算  機械工作物  

建設機械  営業・特殊補償  

造園  事業損失  

鉄道  補償関連  

上水道及び工業用水道  不動産鑑定  

土木関係

建設コン

サルタン

ト 

下水道  

 

 

補償関係

コンサル

タント 

登記手続等  

（Ａ４） 

（裏面） 

 備考１ 営業所等一覧の欄は、営業所等の所在地を所管する広域振興局土木部、広域振興局総合支局の土木部若しくは土木部

土木センター又は地方振興局の土木部若しくは土木事務所に○印を記入してください。 

   ２ 申請業務名の「○印」の欄には、申請しようとする業務ごとに○印を記入してください。ただし、建築関係建設コン

サルタントにおける調査一般並びに土木関係建設コンサルタントにおける交通量調査、電算関係、計算業務、資料等整

理、施工管理、調査一般及び市場調査以外の業務については、申請業務に係る技術者が現に在籍し、かつ、その者が、

過去５年間に当該業務に係る実績を有している場合に限ります。 



（その３） 

 ○有資格者数 
業種区分 資格区分 資格者数 資格区分 資格者数 
測量関係 測量士 人 測量士補 人 

１級建築士 人 ２級建築士 人 
建築設備士 人 建築積算資格者 人 

インテリアコーディネーター 人 
インテリアプランナー 人 
建築構造士 人 
１級管工事施工管理技士 人 
２級管工事施工管理技士 人 
第１種電気工事士 人 
第２種電気工事士 人 
１級電気工事施工管理技士 人 

建築関係 

 

 

２級電気工事施工管理技士 人 
機械（流体工学） 人 １級土木施工管理技士 人 
機械（交通・物流機械及び建設機械） 人 濃度 人 
機械（加工・ファクトリーオートメーシ

ョン及び産業機械） 人 
環境計量士 

騒音・振動 人 

電気電子（発送配変電） 人 第１種電気主任技術者 人 
電気電子（電気応用） 人 第２種電気主任技術者 人 
電気電子（電子応用） 人 第３種電気主任技術者 人 
電気電子（情報通信） 人 第１種伝送交換主任技術者 人 
電気電子（電気設備） 人 線路主任技術者 人 
建設（土質及び基礎） 人 河川、砂防及び海岸・海洋 人 
建設（鋼構造及びコンクリート） 人 港湾及び空港 人 
建設（都市及び地方計画） 人 電力土木 人 
建設（河川、砂防及び海岸・海洋） 人 道路 人 
建設（港湾及び空港） 人 鉄道 人 
建設（電力土木） 人 上水道及び工業用水道 人 
建設（道路） 人 下水道 人 
建設（鉄道） 人 農業土木 人 
建設（トンネル） 人 森林土木 人 
建設（施工計画、施工設備及び積算） 人 造園 人 
建設（建設環境） 人 都市計画及び地方計画 人 
上下水道（上水道及び工業用水道） 人 地質 人 
上下水道（下水道） 人 土質及び基礎 人 
衛生工学（大気管理） 人 鋼構造及びコンクリート 人 
衛生工学（水質管理） 人 トンネル 人 
衛生工学（廃棄物管理） 人 施工計画、施工設備及び積算 人 
衛生工学（空気調和） 人 建設環境 人 
衛生工学（建築環境） 人 機械 人 
農業（農業土木） 人 水産土木 人 
森林（森林土木） 人 

シビル

コンサ

ルティ

ングマ

ネージ

ャ（Ｒ

ＣＣＭ）

電気電子 人 
水産（水産土木） 人 １級造園施工管理技士 人 
情報工学 人 農業土木技術管理士 人 
応用理学（地質） 人 畑地かんがい技士 人 
環境（環境保全計画） 人 林業技士 人 
環境（環境測定） 人 地質調査技士 人 
環境（自然環境保全） 人   

土木及び 
地質関係 

技
術
士
（
総
合
技
術
監
理
部
門
を
含
む
。） 

全技術士数（実人数） 人   
不動産鑑定士 人 
土地家屋調査士 人 
司法書士 人 
補償業務管理士 人 

資
格
者
の
状
況 

補償関係 

  

土地改良補償業務管理者 人 

 備考１ 「資格者数」の欄には、常勤の役員及び職員のうち、有資格者の人数を資格区分ごとに記入してください。 
   ２ 総合技術監理部門の技術士については、その選択科目と同一の技術部門・選択科目（記載のない部門はすべての選択

科目）の技術士とみなして記入してください。 
（A４） 



様式第２号 

直前２年の実績高表 

 

直前２年の各事業年度の決算に基づく実績高 

前々年の事業年度 前年の事業年度 業種区分 

年   月から 

年   月まで 

年   月から 

年   月まで 

測 量 千円 千円 

建築関係建設コンサルタント 千円 千円 

土木関係建設コンサルタント 千円 千円 

地質調査 千円 千円 

補償関係コンサルタント 千円 千円 

その他 千円 千円 

合 計 千円 千円 

 

業種区分 直前２年の年間平均実績高 

測 量 千円 

建築関係建設コンサルタント 千円 

土木関係建設コンサルタント 千円 

地質調査 千円 

補償関係コンサルタント 千円 

その他 千円 

合 計 千円 

（Ａ４） 

 

 

 

 

 

 



様式第３号 

営業経歴書 

 

商号又は名称              

 

創 業 年  月  日 

           年  月  日から 

           年  月  日まで 営業の休止、停止等の期間 

合計    年  箇月 

現組織への変更 年  月  日 

備 考 

 

資格審査申請基準日の前日 年  月  日 

（創業の日から基準日の前日までの期間）―（営業の休止、停止等の期間） 営業年数  満  年 

備考 「資格審査申請基準日」とは、申請書を提出する年の１月１日です。ただし、規程第４条第２項各号のいずれかに該当

する場合であって、申請書を提出するときは、当該各号に定める事由の生じた日です。 

（Ａ４） 



様式第４号 

技術者経歴書 

 （種類）           

 

最終学歴 法令による免許等 
氏 名 

学校の種類 専攻学科 名 称 取得年月日 

業務経歴 経験年月数 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

    年  月  日  年  月 

 備考１ この表は、建築、土木等の職種ごとに作成してください。また、「氏名」の欄の記載は、営業所（本店又は支店若しくは常時契約を締結する事務所）ごとにまとめて行い、そ

の直前に、括弧書きで当該営業所名を記載してください。 

   ２ 「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載してください。 

   ３ 「法令による免許等」の欄には、業務に関し法律若しくは命令による免許又は技術若しくは技能の認定を受けたものを記載してください。 

     例：○○建築士、○○土木施工管理技士 

   ４ 「業務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量、建設コンサルタント等の業務に従事した職種及び地位を記載してください。 

（Ａ４） 

 



様式第５号 

申請業務に係る技術者業務経歴書 

 （申請業務名）          （技術者名）          （申請業務に係る保有資格等名）           

従事業務名 従事期間 

 

       

 

  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 
  年  月  日～  年  月  日 

 備考 この表は、申請業務ごとに作成し、技術者における申請業務の過去５年間の業務経歴について主なものを記載してくだ

さい。 

（Ａ４）  

 

 



様式第６号 

申請業務に係る業務実績書 

 

 （申請業務名）                                                  （商号又は名称）                 

 

発注者 

 

実施業務名 

 

 

業務の規模等 

 

業務履行場所のあ

る都道府県名 

 

請負代金の額 

 

 

業務履行期間 

 

主な担当技術者 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

    
千円 

年  月 

～  年  月 

 

 備考１ この表は、様式第１号（その２）により申請業務として申請した業務ごとに作成してください。 

   ２ この表は、発注者から直接請け負った業務のうち、過去５年間の主な完成業務及び過去５年間に着手した主な未完成業務について記載してください。 

   ３ 「業務の規模等」の欄には、例えば測量の面積、精度、設計の階数、構造、延べ面積等を記載してください。 

（Ａ４） 

 



様式第７号 

県内営業所一覧表 

商号又は名称                 

営業所 

名 称 所在地 郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号 常駐技術者氏名 技術者数（人） 

       

 備考 「技術者数（人）」の欄には、営業所に常駐する技術者の人数を記載してください。 

（Ａ４） 

 

 



様式第８号 

東北各県営業所一覧表 

商号又は名称                 

営業所 

名 称 所在地 郵便番号 電話番号 ＦＡＸ番号 常駐技術者氏名 技術者数（人） 

       

 備考 「技術者数（人）」の欄には、営業所に常駐する技術者の人数を記載してください。 

（Ａ４） 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

測量士
１級建築士
建築設備士
機械（流体工学）
機械（交通・物流機械及び建設機械）
機械（加工・ファクトリーオートメーショ
ン及び産業機械）
電気（発送配変電）
電気（電気応用）
電気（電子応用）
電気（情報通信）
電気（電気設備）
建設（土質及び基礎）
建設（鋼構造及びコンクリート）
建設（都市及び地方計画）
建設（河川、砂防及び海岸・海洋）
建設（港湾及び空港）
建設（電力土木） 　
建設（道路） 　
建設（鉄道） 　
建設（トンネル） 　
建設（施工計画、施工設備及び積算） 　
建設（建設環境） 　
上下水道（上水道及び工業用水道） 　
上下水道（下水道） 　
衛生（大気管理） 　
衛生（水質管理） 　
衛生（廃棄物管理） 　
衛生（空気調和） 　
衛生（建築環境） 　
農業（農業土木） 　
森林（森林土木） 　
水産（水産土木） 　
情報工学 　
応用理学（地質） 　
環境（環境保全計画） 　
環境（環境測定） 　
環境（自然環境保全）
河川、砂防及び海岸・海洋 　
港湾及び空港 　
電力土木 　
道路 　
鉄道 　
上水道及び工業用水道 　
下水道 　
農業土木 　
森林土木 　
造園 　
都市計画及び地方計画 　
地質 　
土質及び基礎 　
鋼構造及びコンクリート 　
トンネル 　
施工計画、施工設備及び積算 　
建設環境 　
機械 　
水産土木 　
電気電子 　

県内技術者一覧表

様式第９号

商号又は名称 　　　　　　　　　　　　　　

（Ａ４）

合
計

                　　    　　      本店又は
  　　　　　　　 　　 　　 　　 　配置営業所

　  　 資格等名

小
計

　　　　　　　　　　　　氏　　名

Ｒ
Ｃ
Ｃ
Ｍ

技
術
士
（

総
合
技
術
監
理
部
門
を
含
む
。
）



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

機械（流体工学） 　
機械（交通・物流機械及び建設機械） 　
機械（加工・ファクトリーオートメー
ション及び産業機械）

　
　 　 　

電気（発送配変電） 　
電気（電気応用） 　
電気（電子応用） 　
電気（情報通信） 　
電気（電気設備） 　
建設（土質及び基礎） 　
建設（鋼構造及びコンクリート） 　
建設（都市及び地方計画） 　
建設（河川、砂防及び海岸・海洋） 　
建設（港湾及び空港） 　
建設（電力土木） 　
建設（道路） 　
建設（鉄道） 　
建設（トンネル） 　
建設（施工計画、施工設備及び積算） 　
建設（建設環境） 　
上下水道（上水道及び工業用水道）
上下水道（下水道）
衛生（大気管理）
衛生（水質管理）
衛生（廃棄物管理）
衛生（空気調和）
衛生（建築環境）
農業（農業土木）
森林（森林土木）
水産（水産土木）
情報工学
応用理学（地質）
環境（環境保全計画）
環境（環境測定）
環境（自然環境保全）
機械（流体工学） 　
機械（交通・物流機械及び建設機械） 　
機械（加工・ファクトリーオートメー
ション及び産業機械）

　
　 　 　

電気（発送配変電） 　
電気（電気応用） 　
電気（電子応用） 　
電気（情報通信） 　
電気（電気設備） 　
建設（土質及び基礎） 　
建設（鋼構造及びコンクリート） 　
建設（都市及び地方計画） 　
建設（河川、砂防及び海岸・海洋） 　
建設（港湾及び空港） 　
建設（電力土木） 　
建設（道路） 　
建設（鉄道） 　
建設（トンネル） 　
建設（施工計画、施工設備及び積算） 　
建設（建設環境） 　
上下水道（上水道及び工業用水道）
上下水道（下水道）
衛生（大気管理）
衛生（水質管理）
衛生（廃棄物管理）
衛生（空気調和）
衛生（建築環境）
農業（農業土木）
森林（森林土木）
水産（水産土木）
情報工学
応用理学（地質）
環境（環境保全計画）
環境（環境測定）
環境（自然環境保全）

高
等
学
校
・
専
修
学
校
を
卒
業
後
当
該
業
務
経
験
　
年
以
上
の
技
術
者

（その２）

（Ａ４）

合
計

                             　   本店又は
  　　　　　　　　　　　　   　 　配置営業所
　 　　 資格等名

　　　　　　　　　　　　　氏　　名

小
計

大
学
・
高
等
専
門
学
校
を
卒
業
後
当
該
業
務
経
験
　
年
以
上
の
技
術
者

20

25



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考１ 該当する部分に○印を記入してください。 

   ２ 「小計」の欄は、ページごとの各技術者の人数の合計を記入してください。「合計」の欄は、最終ページにおいて、各

技術者の小計の合計を記入してください。 

   ３ 大学・高等専門学校を卒業後当該業務経験 20 年以上の者及び高等学校・専修学校を卒業後当該業務経験が 25 年以上

の者については、次により申請することができます。 

    (１) １人の技術者につき、１つの業務に限り申請することができます。 

    (２) 技術士及びＲＣＣＭの資格保有者については、保有資格に係る業務以外の１つの業務について申請することがで

きます。 

（A４） 

 

 

 

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

測量士補 　
２級建築士
建築積算資格者
インテリアコーディネーター 　 　 　 　
インテリアプランナー
建築構造士 　
１級管工事施工管理技士 　 　 　 　
２級管工事施工管理技士 　 　 　 　
第１種電気工事士
第２種電気工事士
１級電気工事施工管理技士 　 　 　 　
２級電気工事施工管理技士 　 　 　 　
１級土木施工管理技士
環境計量士（濃度）
環境計量士（騒音・振動）
第１種電気主任技術者 　 　 　 　
第２種電気主任技術者 　 　 　 　
第３種電気主任技術者 　 　 　 　
第１種伝送交換主任技術者 　 　 　 　
線路主任技術者 　 　 　 　
１級造園施工管理技士 　 　 　 　
農業土木技術管理士 　 　 　 　
畑地かんがい技士 　 　 　 　
林業技士（森林土木） 　 　
地質調査技士 　
不動産鑑定士 　 　 　 　
土地家屋調査士 　 　 　 　
司法書士 　 　 　 　
補償業務管理士（土地調査） 　 　 　 　
補償業務管理士（土地評価）
補償業務管理士（物件）
補償業務管理士（機械工作物）
補償業務管理士（営業補償・特殊補償）
補償業務管理士（事業損失）
補償業務管理士（補償関連）
土地改良補償業務管理者
土地調査業務経験７年以上の者
土地評価業務経験７年以上の者
物件業務経験７年以上の者
機械工作物業務経験７年以上の者
営業補償・特殊補償業務経験７年以上の者
事業損失業務経験７年以上の者
補償関連業務経験７年以上の者

（その３）

合
計

                        　 　　　　 本店又は
  　　　　　　　　　　　　　　　　  配置営業所
　　　 資格等名

　　　　　　　　　　　　　　　氏　　名

小
計



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考１ 「実務経験者（大学等卒・20年以上）」とは、大学又は高等専門学校を卒業後、「資格名等」の欄に掲げる業務経験

が 20年以上の実務経験者です。 

   ２ 「実務経験者（高校等卒・25年以上）」とは、高等学校又は専修学校を卒業後、「資格名等」の欄に掲げる業務経験

が 25年以上の実務経験者です。 

   ３ 「実務経験者（７年以上）」とは、「資格名等」の欄に掲げる業務経験が７年以上の実務経験者です。 

（Ａ４） 

商号又は名称

業種区分
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人 人
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人 人

人

人

人

人

人

人

人

人

人

人
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人

様式第10号

－
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－
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－

－
－
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－

－
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－
－
－
－

－
－
－
－

事業損失業務

補償関連業務

補償関係
土地調査業務

土地評価業務

物件業務

機械工作物業務

補償業務管理士（土地調査）

補償業務管理士（土地評価）

補償業務管理士（機械工作物）

衛生（空気調和）

営業補償・特殊補償業務

建設（施工計画、施工設備及び積算）

環境（自然環境保全）

補償業務管理士（営業補償・特殊補償）

建設（建設環境）

上下水道（上水道及び工業用水道）

上下水道（下水道）

衛生（大気管理）

補償業務管理士（補償関連）

補償業務管理士（事業損失）

環境（環境保全計画）

補償業務管理士（物件）

実務経験者
（高校等卒・25年以上）

建設（土質及び基礎）

電気（情報通信）

電気（電気応用）

応用理学（地質）

電気（電子応用）

衛生（水質管理）

有資格者

機械（交通・物流機械及び建設機械）

機械（加工・ファクトリーオートメー
ション及び産業機械）

電気（発送配変電）

－
－

資格等名

－

－

県内実務経験者数等一覧表

機械（流体工学）

実務経験者
（大学等卒・20年以上）

土木及び
地質関係

建設（港湾及び空港）

建設（電力土木）

建設（道路）

電気（電気設備）

実務経験者
（７年以上）

衛生（廃棄物管理）

建設（鋼構造及びコンクリート）

建設（都市及び地方計画）

建設（河川、砂防及び海岸・海洋）

建設（トンネル）

建設（鉄道）

衛生（建築環境）

農業（農業土木）

森林（森林土木）

環境（環境測定）

水産（水産土木）

情報工学



様式第 11 号 

 

年  月  日 

 

  岩手県知事        様 

 

                               届出者 郵便番号 

                                   住  所 

                                   （ふりがな） 

                                   商号又は名称 

                                   代表者氏名           印 

                                   資格者名簿番号 第  －  号 

 

 

建設関連業務競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届 

  先に提出した   年度建設関連業務競争入札参加資格審査申請書の記載事項に変更がありましたので、変更の事実を証明す

る書面を添えて次のとおり届け出ます。 

記 

変更事項 変更前 変更後 変更年月日 

    

（Ａ４） 

 



様式第 12号 

年  月  日  

 

  岩手県知事        様 

 

                              届出者 郵便番号 

                                  住  所 

                                  （ふりがな） 

                                  商号又は名称 

                                  代表者氏名           印 

              電話番号 

 

 

廃業届 

  下記のとおり営業を廃止しましたので、届け出ます。 

 記 

 １ 資格者名簿番号 第   －   号 

 ２ 資格者名 

 ３ 業務の種類   測量・建築・土木・地質・補償 

 ４ 廃業年月日      年  月  日 

 ５ 廃業の理由 

（Ａ４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第 13号 

年  月  日  

 

  岩手県知事        様 

 

                              届出者 郵便番号 

              住  所         

              （ふりがな） 

              商号又は名称 

              代表者氏名             印 

               

 

技術者状況届 

  先に登録された建設関連業務に係る競争入札参加資格者の技術者について、  年  月  日現在の状況を別紙のとおり届

け出ます。 

 １ 資格者名簿番号 第   －   号 

 ２ 登録年月日     年  月  日 

 ３ 業務の種類   測量・建築・土木・地質・補償 

 

 申請事務担当者 

 部課名             担当者氏名             電話番号             

                                     

 注 県内に本店を有する資格者は、県内技術者一覧表（様式第９号）及び県内実務経験者数等一覧表（様式第 10 号）を添付し

てください。 

（A４） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備考１ 「資格者数」の欄には、常勤の役員及び職員のうち、県内の本店又は営業所に勤務する有資格者の人数を資格区分ご

とに記入してください。 
   ２ 総合技術監理部門の技術士については、その選択科目と同一の技術部門・選択科目（記載のない部門はすべての選択

科目）の技術士とみなして記入してください。 
   ３ 「資格者数」の欄のうち左側の記入欄には資格審査申請基準日における有資格者の人数を、右側の記入欄にはその翌

年の１月１日における有資格者の人数を記入してください。 
（Ａ４） 
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河川、砂防及び海岸・海洋

港湾及び空港

電力土木

電気電子

補償関係

環境（自然環境保全）

森林（森林土木）

水産（水産土木）

情報工学

環境（環境保全計画）

地質調査技士

１級造園施工管理技士

土質及び基礎

上水道及び工業用水道

第１種伝送交換主任技術者

水産土木

機械

鋼構造及びコンクリート

トンネル

施工計画、施工設備及び積算

建設環境

建設（建設環境）

環境（環境測定）

衛生工学（建築環境）

農業（農業土木）

上下水道（上水道及び工業用水道）

上下水道（下水道）

衛生工学（大気管理）

応用理学（地質）

衛生工学（廃棄物管理）

衛生工学（水質管理）

建設（道路）

建設（鉄道）

建設（トンネル）

建設（施工計画、施工設備及び積算）

建設（都市及び地方計画）

建設（河川、砂防及び海岸・海洋）

建設（港湾及び空港）

建設（電力土木）

１級土木施工管理技士

建設（鋼構造及びコンクリート）

第１種電気主任技術者

第２種電気主任技術者

都市計画及び地方計画

地質

機械（流体工学）

機械（交通、物流機械及び建設機械）

電気電子（情報通信）

電気電子（電気設備）

建設（土質及び基礎）

　　年
１月１日
現　在

　　年
１月１日
現　在

道路

鉄道

資格区分

商号又は名称

資格者数 資格者数

　　年
１月１日
現　在

　　年
１月１日
現　在

第１種電気工事士

第２種電気工事士

１級電気工事施工管理技士

インテリアコーディネーター

２級管工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

インテリアプランナー

建築構造士

測量士補

２級建築士

建築積算資格者

測量関係

建築関係

衛生工学（空気調和）

１級建築士

建築設備士

電気電子（発送配変電）

電気電子（電気応用）

電気電子（電子応用）

測量士

機械（加工・ファクトリーオートメー
ション及び産業機械）

土木及び
地質関係

全技術士数（実人数）

技
術
士
（

総
合
技
術
監
理
部
門
を
含
む
。
）

補償業務管理士

農業土木

森林土木

造園

シ ビ ル
コ ン サ
ル テ ィ
ン グ マ
ネージ

ャ（Ｒ

環境計量士

濃度

騒音・振動

下水道

線路主任技術者

第３種電気主任技術者

資格区分業種区分

資
格
者
の
状
況

司法書士

農業土木技術管理士

畑地かんがい技士

林業技士

不動産鑑定士

土地家屋調査士

土地改良補償業務管理者

ＣＣＭ）

別紙
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